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平成 31 年 3 月浜田市議会定例会付議事件 

 

議 案 

議案第 1 号  浜田市ケーブルテレビ施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 2 号  浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 3 号  浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第 4 号  浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

について 

議案第 5 号  浜田市乳幼児等医療費助成条例の一部を改正する条例について 

議案第 6 号  浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例について 

議案第 7 号  浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第 8 号  浜田市予防接種健康被害調査委員会設置条例の一部を改正する

条例について 

議案第 9 号  浜田市廃棄物の処理及び清掃等に関する条例の一部を改正する

条例について 

議案第 10 号  浜田市地域集会施設等条例の一部を改正する条例について 

議案第 11 号  浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

議案第 12 号  浜田市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

議案第 13 号  浜田市水道事業審議会条例の制定について 

議案第 14 号  浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並び

に水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条

例について 

議案第 15 号  指定管理者の指定について（浜田市美又温泉国民保養センター） 

議案第 16 号  浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

議案第 17 号 平成 30 年度浜田市一般会計補正予算（第 5 号） 

議案第 18 号  平成 30 年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号） 

議案第 19 号  平成 30 年度浜田市公共下水道事業特別会計補正予算（第 2 号） 

議案第 20 号  平成 30年度浜田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第 2号） 

議案第 21 号  平成 30 年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 3 号） 

議案第 22 号  平成 30 年度浜田市水道事業会計補正予算（第 2 号） 

議案第 23 号  平成 31 年度浜田市一般会計予算 

議案第 24 号  平成 31 年度浜田市国民健康保険特別会計予算 



議案第 25 号 平成 31 年度浜田市駐車場事業特別会計予算 

議案第 26 号 平成 31 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計予算 

議案第 27 号 平成 31 年度浜田市公共下水道事業特別会計予算 

議案第 28 号 平成 31 年度浜田市農業集落排水事業特別会計予算 

議案第 29 号 平成 31 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計予算 

議案第 30 号 平成 31 年度浜田市生活排水処理事業特別会計予算 

議案第 31 号 平成 31 年度浜田市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第 32 号 平成 31 年度浜田市水道事業会計予算 

議案第 33 号 平成 31 年度浜田市工業用水道事業会計予算 

同意第 1 号 人権擁護委員候補者の推薦について 

報 告 

報告第 1 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 2 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 3 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 
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議案第 1 号 

 

浜田市ケーブルテレビ施設条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市ケーブルテレビ施設条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 



2 

浜田市ケーブルテレビ施設条例の一部を改正する条例 

 

浜田市ケーブルテレビ施設条例（平成 17 年浜田市条例第 27 号）の一部を

次のように改正する。 

第 26 条第 2 項の表を次のように改める。 

インターネット回線の区分 使用料（月額） 

1 メガ回線（下り最大 1Ｍbps） 1,404 円 

3 メガ回線（下り最大 3Ｍbps） 2,484 円 

10 メガ回線（下り最大 10Ｍbps） 3,240 円 

30 メガ回線（下り最大 30Ｍbps） 3,780 円 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、平成 31 年 10 月 1 日から施行する。 

（準備行為） 

2  この条例による改正後の浜田市ケーブルテレビ施設条例第 26 条第 2 項

の表に規定するインターネット回線の区分に応じた同条第 1 項に規定する

承認（以下「改正後の承認」という。）及びこれに関し必要なその他の行為

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても行うこと

ができる。 

（経過措置） 

3  施行日の前日において、この条例による改正前の浜田市ケーブルテレビ

施設条例第 26 条に規定するインターネット回線の利用の承認（以下「改正

前の承認」という。）を得ている者（改正後の承認を得ていない者に限る。）

は、施行日以後は、改正前の承認を得ている次の表の左欄に掲げるインタ

ーネット回線の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるインターネット

回線の改正後の承認を得たものとみなす。 

標準回線 1 メガ回線 

高速回線 10 メガ回線 
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議案第 2 号 

 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例 

 

浜田市防災行政無線施設条例（平成 18 年浜田市条例第 9 号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第 1（三隅自治区）の項に次のように加える。 

東平原上集会所付近 浜田市三隅町東平原 300 番地 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 3 号 

 

浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市手数料条例の一部を改正する条例 

 

浜田市手数料条例（平成 17 年浜田市条例第 70 号）の一部を次のように改

正する。 

第 2 条中第 60 号を第 63 号とし、第 42 号から第 59 号までを 3 号ずつ繰り

下げ、第 41 号の次に次の 3 号を加える。 

(42) 建築基準法第 87 条の 2 第 1 項の規定

に基づく既存の一の建築物について 2 以

上の工事に分けて用途の変更に伴う工

事を行う場合の制限の緩和に関する全

体計画の認定申請手数料 

1 件につき 2 万 7,200 円 

(43) 建築基準法第 87 条の 2 第 2 項（同法

第 86 条の 8 第 3 項を準用するものに限

る。）の規定に基づく既存の一の建築物

について 2 以上の工事に分けて用途の変

更に伴う工事を行う場合の制限の緩和

に関する認定を受けた全体計画の変更

に関する認定申請手数料 

1 件につき 2 万 7,200 円 

(44) 建築基準法第 87 条の 3 第 5 項の規定

に基づく建築物の用途を変更して興行

場等として使用する場合の建築許可申

請手数料 

1 件につき 12 万円 

第 3 条中「前条第 54 号」を「前条第 57 号」に、「同条第 55 号」を「同条

第 58 号」に、「同条第 60 号」を「同条第 63 号」に改める。 

第 4 条中「第 2 条第 54 号及び第 60 号」を「第 2 条第 57 号及び第 63 号」

に改める。 

附則第 4 項中「第 2 条第 1 号又は第 60 号」を「第 2 条第 1 号又は第 63 号」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日又は建築基準法の一部を改正する法律（平成 30 年

法律第 67 号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市手数料条例の規定は、この条例の施行の
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日以後に受け付けた申請に係る手数料について適用し、同日前に受け付け

た申請に係る手数料については、なお従前の例による。 
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議案第 4 号 

 

浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 125 号）

の一部を次のように改正する。 

第 14 条の見出し中「利率」の次に「及び保証人」を加え、同条中「その利

率を、延滞の場合を除き年 3 パーセント」を「、延滞の場合を除き、その利

率を年 3 パーセント以内で規則で定める率」に改め、同条に次の 2 項を加え

る。 

2  災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければな

らない。 

3  前項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負

担するものとし、その保証債務は、令第 9 条の違約金を包含するものとす

る。 

第 15 第 1 項中「年賦償還」の次に「、半年賦償還又は月賦償還」を加え、

同条第 3 項中「、保証人」を削り、「第 12 条」を「第 11 条」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例第 14

条及び第 15 条第 3 項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害に

より被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて

適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災

害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 
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議案第 5 号 

 

浜田市乳幼児等医療費助成条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市乳幼児等医療費助成条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

  



11 

浜田市乳幼児等医療費助成条例の一部を改正する条例 

 

浜田市乳幼児等医療費助成条例（平成 17 年浜田市条例第 127 号）の一部を

次のように改正する。 

第 2 条第 4 項第 2 号中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市乳幼児等医療費助成条例第 2 条第 1 項第

3 号に掲げる入院をした最終日がこの条例の施行の日から平成 31 年 6 月

30 日までの間の日である療養又は医療に係る助成についての同条第 4 項

第 2 号の規定の適用については、同号中「同一生計配偶者」とあるのは、

「控除対象配偶者」とする。 
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議案第 6 号 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例について 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

26 年浜田市条例第 34 号）の一部を次のように改正する。 

第 11 条第 3 項第 5 号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を

修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）」を加

える。 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

  



14 

議案第 7 号 

 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

浜田市国民健康保険条例（平成 17 年浜田市条例第 151 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第 18 条の 6 中「58 万円」を「61 万円」に改める。 

第 22 条第 1 項中「58 万円」を「61 万円」に改め、同項第 2 号中「27 万

5,000 円」を「28 万円」に改め、同項第 3 号中「50 万円」を「51 万円」に改

め、同条第 3 項及び第 4 項中「58 万円」を「61 万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市国民健康保険条例の規定は、平成 31 年

度以後の年度分の保険料について適用し、平成 30 年度分までの保険料に

ついては、なお従前の例による。 
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議案第 8 号 

 

浜田市予防接種健康被害調査委員会設置条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

浜田市予防接種健康被害調査委員会設置条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市予防接種健康被害調査委員会設置条例の一部を改正する条例 

 

浜田市予防接種健康被害調査委員会設置条例（平成 17 年浜田市条例第 156

号）の一部を次のように改正する。 

第 10 条中「地域医療対策課」を「健康医療対策課」に改める。 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 9 号 

 

浜田市廃棄物の処理及び清掃等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

浜田市廃棄物の処理及び清掃等に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市廃棄物の処理及び清掃等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市廃棄物の処理及び清掃等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 157

号）の一部を次のように改正する。 

第 19 条第 6 号中「短期大学」の次に「（同法に基づく専門職大学の前期課

程（以下「専門職大学前期課程」という。）を含む。）」を、「卒業した後」の

次に「（専門職大学前期課程にあっては、修了した後）」を加え、同条第 7 号

中「短期大学」の次に「（専門職大学前期課程を含む。）」を、「卒業した後」

の次に「（専門職大学前期課程にあっては、修了した後）」を加える。 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 10 号 

 

浜田市地域集会施設等条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市地域集会施設等条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市地域集会施設等条例の一部を改正する条例 

 

浜田市地域集会施設等条例（平成 17 年浜田市条例第 164 号）の一部を次の

ように改正する。 

別表戸川生活改善センターの項及び重富生活改善センターの項から和田

生活改善センターの項までを削る。 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 11 号 

 

浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

浜田市火災予防条例（平成 17 年浜田市条例第 255 号）の一部を次のように

改正する。 

第 47 条の次に次の 1 条を加える。 

（防火対象物の消防用設備等の状況の公表） 

第 47 条の 2 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全性の判

断に資するため、当該防火対象物の消防用設備等の状況が、法、令若しく

はこれに基づく命令又はこの条例の規定に違反する場合は、その旨を公表

することができる。 

2  消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該防火対象

物の関係者にその旨を通知するものとする。 

3  第 1 項の規定による公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに

公表の手続は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成 32 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 12 号 

 

浜田市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市水道事業の設置等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 260 号）の

一部を次のように改正する。 

第 2 条第 3 項中「5 万 5,180 人」を｢5 万 2,119 人｣に改め、同条第 4 項中

「2 万 8,649.3 立方メートル」を「2 万 7,744.4 立方メートル」に改める。 

附 則 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 13 号 

 

浜田市水道事業審議会条例の制定について 

 

浜田市水道事業審議会条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市水道事業審議会条例 

 

（目的及び設置） 

第 1 条 水道事業の円滑な運営を図るため、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき、浜田市水道事業審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第 2 条 審議会は、水道事業に関する重要事項について調査審議し、水道事

業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）に意見を述べるこ

とができる。 

（組織） 

第 3 条 審議会は、委員 15 人以内で組織する。 

2  委員は、次に掲げる者のうちから、管理者が委嘱する。 

⑴ 受益者 

⑵ 公共的団体の代表 

⑶ 識見者 

（委員の任期） 

第 4 条  委員の任期は、2 年とし、補欠の委員にあっては、前任者の残任期

間とする。ただし、再任を妨げない。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 審議会に会長及び副会長 1 人を置き、委員の互選により、これを定

める。 

2  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6 条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

2  審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

3  審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第 7 条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席さ

せて意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 
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第 8 条 審議会の庶務は、上下水道部管理課において処理する。 

（その他） 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、会長が

会議に諮り定める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

（準備行為） 

2  第 3 条第 2 項の規定による委員の委嘱に関し必要な行為は、この条例の

施行の日（以下「施行日」という。）前においても行うことができる。 

（浜田市水道料金審議会条例の廃止） 

3  浜田市水道料金審議会条例（平成 17 年浜田市条例第 261 号）は、廃止す

る。 

（経過措置） 

4  施行日後又は委員の任期満了後最初に開かれる審議会の会議は、第 6 条

第 1 項の規定にかかわらず、管理者が招集するものとする。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

5  浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表浜田市水道料金審議会委員の項を次のように改める。 

浜田市水道事業審議会委員 〃  6,000 円 
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議案第 14 号 

 

浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道

技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技

術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道

技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技

術管理者の資格基準に関する条例（平成 24 年浜田市条例第 52 号）の一部を

次のように改正する。 

第 3 条第 1 号及び第 2 号中「による」を「に規定する」に改め、同条第 3

号中「による短期大学」を「に規定する短期大学（同法に規定する専門職大

学の前期課程（以下「専門職大学前期課程」という。）を含む。）」に、「によ

る専門学校」を「に規定する専門学校」に改め、「卒業した後」の次に「（専

門職大学前期課程にあっては、修了した後）」を加え、同条第 4 号及び第 6 号

中「による」を「に規定する」に改め、同条第 8 号中「又は水道環境」を削

る。 

第 4 条第 2 号中「卒業した後」の次に「（専門職大学前期課程にあっては、

修了した後）」を、「同条第 3 号に規定する学校を卒業した者」の次に「（専門

職大学前期課程にあっては、修了した者）」を加え、同条第 4 号中「卒業した

後」の次に「（専門職大学前期課程にあっては、修了した後）」を、「同条第 3

号に規定する学校を卒業した者」の次に「（専門職大学前期課程にあっては、

修了した者）」を加え、同条第 5 号中「卒業した者」の次に「（専門職大学前

期課程を修了した者を含む。）」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例の施行の日前に行われた技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）第

4 条第 1 項の規定による第 2 次試験のうち上下水道部門に係るものに合格

した者であって、選択科目として水道環境を選択したものは、この条例に

よる改正後の浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準

並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例第 3 条第 8 号の規定の適用

については、同法第 4 条第 1 項の規定による第 2 次試験のうち上下水道部

門に係るものに合格した者であって、選択科目として上水道及び工業用水

道を選択したものとみなす。 
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議案第 15 号 

 

指定管理者の指定について（浜田市美又温泉国民保養センター） 

 

浜田市美又温泉国民保養センターの管理について、指定管理者の指定をし

たいので、地方自治法第 244 条の 2 第 6 項の規定により、議会の議決を求め

る。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

施設の名称 浜田市美又温泉国民保養センター 

指定管理者 住  所：邑智郡邑南町矢上 62 番地 1 

名  称：西日本トータルサービス株式会社 

代表者：代表取締役 上 林 裕 二 

指定の期間 平成 31 年 7 月 1 日から平成 34 年 3 月 31 日まで 

 

（参 考） 

根拠法  地方自治法第 244 条の 2 第 3 項 
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議案第 16 号 

 

浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

過疎地域自立促進特別措置法第 6 条第 7 項の規定により、浜田市過疎地域

自立促進計画を別紙のとおり変更することについて、議会の議決を求める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



 

 

浜田市過疎地域自立促進計画（変更） 

都道府県名 島 根 県    

市町村名  浜 田 市    

 

区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

目次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目      次 
 

１．基本的な事項………………………………………… １ 

（1）市町村の概況……………………………………… １ 

（2）人口及び産業の推移と動向……………………… ４ 

（3）行財政の状況……………………………………… ７ 

（4）地域の自立促進の基本方針……………………… 11 

（5）計画期間…………………………………………… 12 

（6）公共施設等総合管理計画との整合……………… 12 

２．産業の振興…………………………………………… 13 

（1）現況と問題点……………………………………… 13 

（2）その対策…………………………………………… 15 

（3）事業計画…………………………………………… 18 

３．交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進…  21 

（1）現況と問題点……………………………………… 21 

（2）その対策…………………………………………… 22 

（3）事業計画…………………………………………… 23 

４．生活環境の整備……………………………………… 26 

 

目      次 
 

１．基本的な事項……………………………………………… １ 

（1）市町村の概況…………………………………………… １ 

（2）人口及び産業の推移と動向…………………………… ４ 

（3）行財政の状況…………………………………………… ７ 

（4）地域の自立促進の基本方針…………………………… 11 

（5）計画期間………………………………………………… 12 

（6）公共施設等総合管理計画との整合…………………… 12 

２．産業の振興………………………………………………… 13 

（1）現況と問題点…………………………………………… 13 

（2）その対策………………………………………………… 15 

（3）事業計画………………………………………………… 18 

３．交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進… 21 

（1）現況と問題点…………………………………………… 21 

（2）その対策………………………………………………… 22 

（3）事業計画………………………………………………… 23 

４．生活環境の整備…………………………………………… 26 
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）現況と問題点……………………………………… 26 

（2）その対策…………………………………………… 27 

（3）事業計画…………………………………………… 28 

５．高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進………… 30 

（1）現況と問題点……………………………………… 30 

（2）その対策…………………………………………… 31 

（3）事業計画…………………………………………… 32 

６．医療の確保…………………………………………… 33 

（1）現況と問題点……………………………………… 33 

（2）その対策…………………………………………… 33 

（3）事業計画…………………………………………… 34 

７．教育の振興…………………………………………… 35 

（1）現況と問題点……………………………………… 35 

（2）その対策…………………………………………… 36 

（3）事業計画…………………………………………… 37 

８．地域文化の振興等…………………………………… 38 

（1）現況と問題点……………………………………… 38 

（2）その対策…………………………………………… 38 

（3）事業計画…………………………………………… 39 

９．集落の整備…………………………………………… 40 

（1）現況と問題点……………………………………… 40 

（2）その対策…………………………………………… 40 

（3）事業計画…………………………………………… 41 

10．その他地域の自立促進に関し必要な事項………… 42 

（1）現況と問題点……………………………………… 42 

（2）その対策…………………………………………… 43 

（1）現況と問題点…………………………………………… 26 

（2）その対策………………………………………………… 27 

（3）事業計画………………………………………………… 28 

５．高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進……………… 30 

（1）現況と問題点…………………………………………… 30 

（2）その対策………………………………………………… 31 

（3）事業計画………………………………………………… 32 

６．医療の確保………………………………………………… 33 

（1）現況と問題点…………………………………………… 33 

（2）その対策………………………………………………… 33 

（3）事業計画………………………………………………… 34 

７．教育の振興………………………………………………… 35 

（1）現況と問題点…………………………………………… 35 

（2）その対策………………………………………………… 36 

（3）事業計画………………………………………………… 37 

８．地域文化の振興等………………………………………… 39 

（1）現況と問題点…………………………………………… 39 

（2）その対策………………………………………………… 39 

（3）事業計画………………………………………………… 40 

９．集落の整備………………………………………………… 41 

（1）現況と問題点…………………………………………… 41 

（2）その対策………………………………………………… 41 

（3）事業計画………………………………………………… 42 

10．その他地域の自立促進に関し必要な事項……………… 43 

（1）現況と問題点…………………………………………… 43 

（2）その対策………………………………………………… 44 
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

 （3）事業計画…………………………………………… 43 

11．過疎地域自立促進特別事業（一覧表）…………… 44 

（3）事業計画………………………………………………… 44 

11．過疎地域自立促進特別事業（一覧表）………………… 45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 産業の振興 
 

19 頁表中 2行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑴ 基盤整備 

水産業 

（仮称）浜田港公設市場

整備事業 

浜田市 

アユ種苗生産供給拠点

整備支援事業 

浜田市 

 

19 頁表中 13 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑻ 観光又はレク

リエーション 

ライディングパーク改修事業 

 

浜田市 

 

20 頁表中 11 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑼ 過疎地域自立

促進特別事業 

広島プロジェクト推進事業 

 

浜田市 
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

2 交通通信体

系の整備、情報

化及び地域間

交流の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24 頁表中 13 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑴ 市町村道 

道路 

七条２２号線道路改良事業 

 

浜田市 

井野３７号線道路改良事業 

 

浜田市 

24 頁表中 30 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑹ 電気通信施設等

情報化のための

施設 

その他 

公衆用無線ＬＡＮ整備事業 浜田市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 生活環境の

整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 頁表中 9行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑵ 下水処理施設 

公共下水道 

長寿命化改修事業（公共下

水道事業） 

浜田市 
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

3 生活環境の

整備 

 

 

 

 

28 頁表中 10 行目に次の事業を追加します。 
 

事業名 事業内容 事業主体 

⑵ 下水処理施設 

農村集落排水施設 

長寿命化改修事業（農業集

落排水事業） 

浜田市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 教育の振興  

 

 

 

 

 

 

37 頁表中 8行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑴ 学校教育関連施

設 

その他 

共同調理場施設改修機器更

新事業 

浜田市 

 

11 過疎地域自

立促進特別事

業（一覧表） 

 45 頁表中 15 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑼ 過疎地域自立促

進特別事業 

広島プロジェクト推進事業 

 本市の企業誘致や観光情

報の受発信等の拠点として

大きな市場である広島地区

において広島事務所を設置

し、観光入込客数の増加や企

業誘致、経済交流の活性化を

図る。 

浜田市 
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議案第２２号

平 成 ３０ 年 度

浜 田 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算
（第 ２ 号）



1

補正予算に関する説明書

3

5

10

12

13

14

16

17

補正予算給与費明細書　……………………………………………………………

平成30年度　浜田市水道事業会計予算実施計画  ………………………………

　　　平成30年度　資本的収入及び支出明細書　………………………………

目　　　　　　次

平成30年度　浜田市水道事業会計補正予算（第2号） …………………………………

平成30年度　浜田市水道事業予定貸借対照表　…………………………………

平成30年度　浜田市水道事業予定損益計算書　…………………………………

平成30年度　浜田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　………………

平成30年度　個別注記　……………………………………………………………

その他の書類

　　　平成30年度　収益的収入及び支出明細書　………………………………



（総則）

第1条 平成30年度浜田市水道事業会計の補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第2条 平成30年度浜田市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第3条に定めた収益的

収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第1款

第2項

第3項

第1款

第1項

第2項

（資本的収入及び支出）

第3条 予算第4条本文中括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

816,749千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額35,089千円、過年度分損益勘定留保資

金135,424千円、当年度分損益勘定留保資金519,048千円、未処分利益剰余金127,188千円で

補てんするものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第1款

第3項

第4項

第1款

第1項

特 別 利 益 10,001 △ 10,000 1

256,422

資 本 的 収 入 △ 220,119

営 業 外 費 用

支　出 千 円

平成30年度浜田市水道事業会計補正予算（第2号）

千 円

（科　目） （既決予定額） （補正予定額）

千 円

936,685

（科　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

932,557

収　入

2,136,923

1,704,383

1,968,153

4,128

千 円

300,000

662,711 442,592

△ 220,000

（科　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

企 業 債

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

（科　目）

収　入

253,699

（既決予定額）

千 円

1,707,651

80,000

3,268

2,723

（補正予定額） （計）

千 円 千 円

2,131,051

（計）

△ 5,872

千 円 千 円

1,962,162

支　出 千 円 千 円 千 円

5,991

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

1,334,566

576,165

△ 75,225

△ 75,225

1,259,341

500,940

固定資産売却代金 119 △ 119 0

1



（企業債）

第4条 予算第5条中に定めた起債の限度額を次のとおり改める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第5条 予算第8条中に定めた経費の金額を次のとおり改める。

(1)

平成31年2月19日　提出

浜田市長　久保田　章市

80,000

千 円

（補正予定額） （予定限度額）（起債の目的） （既決限度額）

（計）

千 円 千 円

千 円 千 円 千 円

配 水 管 等 改 良 事 業

（科　目） （既決予定額） （補正予定額）

242,722 5,737 248,459職 員 給 与 費

300,000 △ 220,000

2



　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業収益 2,136,923 △ 5,872 2,131,051

(2) 営 業 外 収 益 932,557 4,128 936,685

3 長 期 前 受 金 戻 入 457,643 4,128 461,771

(3) 特 別 利 益 10,001 △ 10,000 1

1 固 定 資 産 売 却 益 10,000 △ 10,000 0

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業費用 1,962,162 5,991 1,968,153

(1) 営 業 費 用 1,704,383 3,268 1,707,651

1 原 水 及 び 浄 水 費 186,189 84 186,273

2 配 水 及 び 給 水 費 309,339 1,659 310,998

4 業 務 費 95,976 511 96,487

5 総 係 費 128,946 3,708 132,654

6 減 価 償 却 費 963,513 △ 2,694 960,819

(2) 営 業 外 費 用 253,699 2,723 256,422

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

176,689 △ 3,777 172,912

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

47,000 6,500 53,500

平成30年度　浜田市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
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　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 収 入 662,711 △ 220,119 442,592

(3) 企 業 債 300,000 △ 220,000 80,000

1 企 業 債 300,000 △ 220,000 80,000

(4) 固 定 資 産 119 △ 119 0

売 却 代 金

1 固 定 資 産 119 △ 119 0

売 却 代 金

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 支 出 1,334,566 △ 75,225 1,259,341

(1) 建 設 改 良 費 576,165 △ 75,225 500,940

3 配 水 施 設 費 565,309 △ 75,225 490,084

資本的収入及び支出

款 項 目

款 項 目

4



１  総　　括
（単位：人、千円）

7 20 13,810 85,728 87,877 187,415 34,141 221,556

1 3 1,954 11,887 6,745 20,586 4,552 25,138

8 23 15,764 97,615 94,622 208,001 38,693 246,694

7 20 13,810 85,855 82,582 182,247 33,347 215,594

1 3 1,954 11,905 7,193 21,052 4,311 25,363

8 23 15,764 97,760 89,775 203,299 37,658 240,957

0 0 0 △ 127 5,295 5,168 794 5,962

0 0 0 △ 18 △ 448 △ 466 241 △ 225

0 0 0 △ 145 4,847 4,702 1,035 5,737

（単位：千円）

区 分 管理職手当 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特別勤務手当

補 正 後 1,944 3,174 948 1,150 223 12,171 38

補 正 前 1,944 3,562 1,596 1,372 195 10,910 20

比 較 0 △ 388 △ 648 △ 222 28 1,261 18

区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当
賞 与 等
引 当 金 繰 入
( 手 当 分 ）

退 職 手 当
組合負担金

退職手当組合
特 別 負 担 金

退職給付費 手 当 計

補 正 後 18,329 12,760 11,044 16,584 7,521 8,736 94,622

補 正 前 18,452 12,335 11,074 16,619 2,960 8,736 89,775

比 較 △ 123 425 △ 30 △ 35 4,561 0 4,847

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

補

正

前

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

補

正

後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

手 当 の 内 訳

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

区　分

比

較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

千円 1.給与改定に伴う 給与改定の状況
　増減額  補正前改定率

千円

実施時期
2.普通昇給に伴う 普通昇給分 平均昇給率
　増減額 昇給数

千円 1号給
2号給
3号給
4号給

3.その他の増減分 退職に伴う減額
千円 千円

新規採用に伴う増額
千円

他会計との異動等に
よる増減額

千円

昇格等による増減額
千円

その他による増減等
千円

給料額の削減による
減額 千円

千円 千円

人事異動に伴う減

人事異動に伴う減

人事異動に伴う減

人事異動等に伴う減

支給割合変更等に伴う増

人事異動等に伴う減

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

18 所要見込による増

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　　　考
給　料 △ 145

0.18%
128

H30.4.1

1.16%
職員数

△ 192

1人
18人

職員数の異動状況
△ 81

現に在職する
職員数 その他 計

補正後 23人 23人

△ 81 補正前 23人 23人

増　減 0人 0人

職員手当 4,847 管 理 職
手 当

扶 養 手 当 △ 388

住 居 手 当 △ 648

通 勤 手 当 △ 222

特 殊 勤 務
手 当

28 所要見込による増

時 間 外
勤 務 手 当

1,261 所要見込による増

期 末 手 当 △ 123

勤 勉 手 当 425

賞与等引当
金 繰 入 額

△ 30 人事異動等に伴う減

退 職 手 当
組 合
負 担 金

△ 35

退 職 手 当
組 合 特 別
負 担 金

4,561 勧奨退職等による増

退職給付費
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３　給料及び職員手当の状況

（1）職員一人当たり給与

（2）初任給

（3）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区             分 一般行政職 水道技術職

平成31年1月1日現在
平均給料月額（円） 370,070 345,123
平均給与月額（円） 406,144 409,376
平 均 年 齢 （歳） 51.01      47.08     

平成30年1月1日現在
平均給料月額（円） 340,972 350,789
平均給与月額（円） 389,328 395,034
平 均 年 齢 （歳） 47.05      47.05     

区　分 一般行政職（円） 水道技術職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）
高　校　卒 148,600 148,600 148,600
大　学　卒 170,100 170,100 170,100

区　　　分
一般行政職 水道技術職

級 職員数 構成比（％） 級 職員数 構成比（％）
7級 1 10.0 7級
6級 2 20.0 6級

平成31年1月1日現在
5級 1 10.0 5級
4級 5 50.0 4級 9 69.2
3級 1 10.0 3級 3 23.1
2級 2級
1級 1級 1 7.7
計 10 100.0 計 13 100.0
7級 1 14.3 7級
6級 1 14.3 6級

平成30年1月1日現在
5級 2 28.5 5級
4級 1 14.3 4級 7 77.8
3級 1 14.3 3級 2 22.2
2級 1 14.3 2級
1級 1級
計 7 100.0 計 9 100.0

一般行政職

7　級 6　級 5　級 4　級
部長 課長 係長 係長・主任主事・主任技師

3　級

3　級

2　級 1　級
主任主事・主任技師 主事・技師 主事・技師

水道技術職

7　級 6　級 5　級 4　級
- - - 主任水道技師

2　級 1　級
主任水道技師 水道技師 水道技師
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（4）昇給

（5）特殊勤務手当

（6）期末手当・勤勉手当

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（8）その他の手当

構成比は、四捨五入のため一致しない場合があります。

　　職　　員　　数　　（Ａ）（人） 23 10 13
合　　　計 一般行政職 水道技術職

1 1

補
正
後

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）（人） 19 7 12

号給数別内訳

1号給（人）

18 7 11

2号給（人）
3号給（人）

　　比　　　　率　（Ｂ/Ａ）　（％） 82.6 70.0 92.3
　　職　　員　　数　　（Ａ）（人） 23 11 12

4号給（人）

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）（人） 19 8 11

号給数別内訳

1号給（人）
2号給（人）
3号給（人） 1 1
4号給（人） 18 8 10

　　比　　　　率　（Ｂ/Ａ）　（％） 82.6 72.7 91.7

補
正
前

区　　　　　分 全　職　種 一般行政職 水道技術職
　給料総額に対する比率（％） 0.228 0.181 0.268
　支給対象職員の比率　（％） 60.870 10.000 100.000
　代表的な特殊勤務手当の名称 危険物取扱手当、緊急出動手当

区　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

備考
6月（月分） 12月（月分） （月分） 級等による加算措置

補 正 後 2.125 2.325 4.450 制度あり
補 正 前 2.125 2.275 4.400 制度あり

一般会計の制度 2.125 2.325 4.450 制度あり

特別措置
区　分

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度 その他の

33.27075 47.709 47.709 制度なし

退職時の
の者(月分) の者(月分) の者(月分) （月分） 加算措置等

なし
一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし なし

支給率等 24.586875

区　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容
扶　養　手　当 同　　　じ
住　居　手　当 同　　　じ
通　勤　手　当 同　　　じ
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（単位：千円）

1　固定資産

(1) 有形固定資産

ｲ　土地 516,352

ﾛ　建物 1,318,337

 減価償却累計額 △ 622,591 695,746

ﾊ　構築物 33,307,073

 減価償却累計額 △ 14,506,374 18,800,699

ﾆ　機械及び装置 7,958,949

 減価償却累計額 △ 5,770,080 2,188,869

ﾎ　車両運搬具 14,817

 減価償却累計額 △ 6,636 8,181

ﾍ　工具器具及び備品 72,492

 減価償却累計額 △ 29,190 43,302

ﾄ　建設仮勘定 111,292

 有形固定資産合計 22,364,441

(2) 無形固定資産

ｲ　施設利用権 87,601

 無形固定資産合計 87,601

 固定資産合計 22,452,042

2　流動資産

(1) 現金預金 625,159

(2) 未収金 213,582

　　貸倒引当金 △ 625 212,957

(3) 貯蔵品 11,319

流動資産合計 849,435

資産合計 23,301,477

（ 平成31年3月31日 ）

資　　産　　の　　部

平成30年度　浜田市水道事業予定貸借対照表
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3　固定負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 8,528,309

 企業債合計 8,528,309

(2) 引当金

ｲ　退職給付引当金 71,121

ﾛ　修繕引当金 30,573

 引当金合計 101,694

 固定負債合計 8,630,003

4　流動負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 767,196

 企業債合計 767,196

(2) 未払金 112,112

(3) 引当金

ｲ　賞与等引当金 15,744

 引当金合計 15,744

(4) その他流動負債 4,309

 流動負債合計 899,361

5　繰延収益

(1) 長期前受金 13,755,578

　　長期前受金収益化累計額 △ 6,678,251

 繰延収益合計 7,077,327

 負債合計 16,606,691

6　資本金

(1) 自己資本金 4,852,606

 資本金合計 4,852,606

7　剰余金

(1) 資本剰余金

ｲ　国県補助金 59,744

ﾛ　他会計補助金 8,911

ﾊ　工事負担金 12,863

ﾆ　受贈財産評価額 147,329

 資本剰余金合計 228,847

(2) 利益剰余金

ｲ　当年度未処分利益剰余金 1,613,333

 利益剰余金合計 1,613,333

 剰余金合計 1,842,180

 資本合計 6,694,786

 負債資本合計 23,301,477

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

(※)建設改良費等の財源に充てるための企業債
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（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 給水収益 1,063,056

 (2) 受託工事収益 200

 (3) その他営業収益 44,553 1,107,809

2　営業費用

 (1) 原水及び浄水費 175,221

 (2) 配水及び給水費 292,634

 (3) 受託工事費 150

 (4) 業務費 93,021

 (5) 総係費 129,999

 (6) 減価償却費 960,819

 (7) 資産減耗費 20,200

 (8) その他営業費用 60 1,672,104

　営業損失 △ 564,295

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 101

 (2) 他会計補助金 473,635

 (3) 長期前受金戻入 461,771

 (4) 消費税及び地方消費税還付金 3

 (5) 雑収益 1,167 936,677

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 172,912

 (2) 雑支出 30,010 202,922 733,755

　経常利益 169,460

5　特別利益

 (1) 固定資産売却益 0

 (2) 過年度損益修正益 1 1

6　特別損失

 (1) 過年度損益修正損 2,778 2,778

7　予備費

 (1) 予備費 1,000 1,000 △ 3,777

　当年度純利益 165,683

　前年度繰越利益剰余金 1,447,650

　当年度未処分利益剰余金 1,613,333

<参考>

　地方公営企業会計基準に基づき、損益計算書において「減価償却費」を営業費用に、「長期前受金戻入」

を営業外収益に計上していることから、営業収支が564,295千円の赤字となっていますが、実質的な営業

損益を算出するため、長期前受金戻入相当額を「減価償却費」から控除した場合には、102,524千円の赤字

となります。

平成30年度　浜田市水道事業予定損益計算書
（平成30年4月1日から平成31年3月31日）
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（単位：千円）

1.　業務活動によるキャッシュ・フロー　　

当年度純利益（△は損失） 165,683

減価償却費 960,819

貸倒引当金の増減額（△は減少） 146

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,736

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 5,000

賞与等引当金の増減額（△は減少） 3,554

長期前受金戻入額 △ 461,771

資産減耗費 20,000

受取利息及び配当金（△） △ 101

支払利息 172,912

過年度損益修正益（△) △ 1

未収金の減少（△は増加） 12,248

貯蔵品の減少（△は増加） △ 2,504

未払金の増加（△は減少） 10,766

885,487

受取利息及び配当金の受取額 101

利息の支払額 △ 172,912

業務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（A） 712,676

2.　投資活動によるキャッシュ・フロー　　

固定資産の取得・建設改良による支出（△） △ 424,990

工事負担金等収入 30,925

他会計補助金収入 321,667

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（B） △ 72,398

3.　財務活動によるキャッシュ・フロー　

建設改良企業債による収入 80,000

建設改良企業債の償還等による支出（△） △ 758,401

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　   (C) △ 678,401

資金増加額（△は減少額）　　　 (A+B+C) △ 38,123

資金期首残高 660,743

簡易水道事業統合に伴う資金増加額 2,539

資金期末残高 625,159

平成30年度　浜田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日）

項　　　　　　目

　小　　　　　　計
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平成30年度 個 別 注 記 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

（1）たな卸し資産の評価基準及び評価方法について 

① 貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定。） 
 
（2）固定資産の減価償却の方法について 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

浜田市水道事業会計規程第83条の規定により定額法を適用。 
 
保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。 

種 類 耐用年数(年) 種 類 耐用年数(年) 

建物 38～50  車両運搬具 4～5 

構築物 30～60  工具器具及び備品 2～15 

機械及び装置 5～20 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

浜田市水道事業会計規程第83条の規定により定額法を適用。 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。 
 
（3）引当金の計上方法について 

① 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を貸倒引当金

として計上している。 

 

② 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額

から、島根県市町村総合事務組合（退職手当組合）における積立金相当額を控除した額を計

上している。 

なお、会計基準変更時差異（平成25年度末131,032千円）については、平成26年度から職

員の平均残存勤務年数15年にわたり均等額を費用処理する。 

 

③ 修繕引当金 

平成26年3月31日以前に引き当てられたものが計上されており、これについては、従前の

例により、修繕費が不足する場合に取り崩すこととしている。 
 
④ 賞与等引当金  

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業

年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 

（4）その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項について 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 
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2.予定貸借対照表等に関する注記 
 

（1）企業債の償還に係る他会計の負担について 

貸借対照表に計上されている企業債残高（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、浜

田市（市長部局）との協定書に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は4,194,989千

円である。 
  

3.予定損益計算書に関する注記 

特記事項なし。 
 

4.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 
 

（1）重要な非資金取引について  該当なし。 
 

5.セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが、単一セグメントのため、記載を省略している。 
 

6.減損損失に関する注記 
 

（1）減損の兆候について  該当なし。 

 

7.重要な後発事象に関する注記  該当なし。 
 

8.その他の注記   
 

（1）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、債務の不納欠損を行うため、貸倒引当金444千円を取り崩す。 

 

（2）修繕引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、修繕費が不足するため、修繕引当金5,000千円を取り崩す。 

 

（3）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

いを行うため、賞与等引当金10,955千円を取り崩す。 

 

（4）予定開始貸借対照表について 

 平成30年4月1日において、簡易水道事業を統合することにより、資産・負債・資本が増加

している。 

 固定資産  10,434,648千円    固定負債      5,802,505千円 

 流動資産    61,322千円    流動負債        542,655千円 

 資産合計  10,495,970千円        繰延収益      3,414,265千円 

                  資本金        718,207千円 

                  資本剰余金       18,338千円 

                  負債資本合計 10,495,970千円 
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　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 2,136,923 △ 5,872 2,131,051

営 業 外 収 益 932,557 4,128 936,685

3 長期前受金戻入 457,643 4,128 461,771

国 県 補 助 金 2,383

他 会 計 補 助 金 17

工 事 負 担 金 517

受 贈 財 産 評 価 額 371

そ の 他 長 期 前 受 金 840

特 別 利 益 10,001 △ 10,000 1

1 固定資産売却益 10,000 △ 10,000 0

固 定 資 産 売 却 益 △ 10,000

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 1,962,162 5,991 1,968,153

営 業 費 用 1,704,383 3,268 1,707,651

1 原水及び浄水費 186,189 84 186,273

給 料 △ 220

手 当 等 746

賞与等引当金繰入額 △ 617

法 定 福 利 費 175

2 配水及び給水費 309,339 1,659 310,998

給 料 57

手 当 等 277

賞与等引当金繰入額 998

法 定 福 利 費 327

4 業 務 費 95,976 511 96,487

給 料 9

手 当 等 806

賞与等引当金繰入額 △ 568

法 定 福 利 費 264

5 総 係 費 128,946 3,708 132,654

給 料 27

手 当 等 △ 1,030

賞与等引当金繰入額 191

法 定 福 利 費 △ 6

退職手当組合負担金 4,526

6 減 価 償 却 費 963,513 △ 2,694 960,819

有 形 固 定 資 産 △ 2,694

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用 253,699 2,723 256,422

1 支 払 利 息 及 び 176,689 △ 3,777 172,912

企業債取扱諸費 企 業 債 償 還 利 息 △ 3,777

3 消 費 税 及 び 47,000 6,500 53,500

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び 6,500

地 方 消 費 税

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

(1)

平成30年度　収益的収入及び支出明細書

節

(3)

(2)

目 節

目

款　　項

(2)

款　　項

16



　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 662,711 △ 220,119 442,592

企 業 債 300,000 △ 220,000 80,000

1 企 業 債 300,000 △ 220,000 80,000

企 業 債 △ 220,000

固 定 資 産 119 △ 119 0

売 却 代 金 1 固 定 資 産 119 △ 119 0

売 却 代 金 固 定 資 産 △ 119

売 却 代 金

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 1,334,566 △ 75,225 1,259,341

建 設 改 良 費 576,165 △ 75,225 500,940

3 配 水 施 設 費 565,309 △ 75,225 490,084

給 料 △ 18

手 当 等 △ 448

法 定 福 利 費 241

工 事 請 負 費 △ 75,000

節

(4)

目

資 本 的 支 出

(1)

款　　項 目

(3)

款　　項 節

資 本 的 収 入

平成30年度　資本的収入及び支出明細書
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



1 

同意第 1 号 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法第 6

条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

平成 31 年 2 月 19 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 




